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令和５年度岩手県知事への統一要望について 
 
１ 実施日時 

  令和５年８月３日(木) 11：00～12：00 

 

２ 場所 

 奥州地区合同庁舎分庁舎３階大会議室 

 

３ 相手方（岩手県） 11名 

 知事、県南広域振興局長、同副局長２人、同経営企画部長、同保健福祉環境部長、同農政部

長、同遠野農林振興センター所長、同土木部技術参事兼部長、同遠野土木センター所長、同経

営企画部企画推進課長 

 

４ 市側 13名 

(1) 遠野市   市長、副市長、市幹部職員 

(2) 遠野市議会 議長、副議長、議会事務局長 

(3) 岩手県議会 工藤勝子議員 

 

５ 要望内容  17項目 33件（継続 18件、変更４件、新規 11件） 

(1) 道路網等整備の充実について 

・市内道路の災害に強い安心・安全な対策について 

① 一般県道遠野住田線の下組町－六日町間の道路新設改良の早期完了 

② 一般国道 340号松崎町八幡交差点－かっぱロード間の拡幅 

③ 一般県道土淵達曽部線遠野馬の里－遠野ふるさと村間の路肩拡幅 

④ 一般県道土淵達曽部線附馬牛町馬越峠－宮守町白石地区「稲荷穴」間の拡幅 

・東北横断自動車道釜石秋田線北上 JCT江刺田瀬 IC間直線化整備について 【新規】 

(2) 国土調査事業費の確保について 

(3) 生活交通の確保対策について 

  ・生活交通を維持するための財政支援策の拡充について 

  ・乗務員の確保対策について 

(4) 国道340号立丸峠周辺の携帯電話不感エリアの解消について 

(5) 建築物解体・改修工事等に係る石綿使用有無事前調査及び除去に関する周知 

と費用負担軽減措置について 【新規】 

(6) 子ども・子育て支援施策の充実について 

 ・子どもを産み・育てやすい環境の構築について 

 ・産後ケア事業利用促進事業費補助の継続実施等について 

(7) 地域医療情報ネットワークとの連携について 

 ・運営機関への指導・助言等について 

(8) 特別支援学校高等部の遠野分教室設置について 【新規】 

(9) 中山間地域の農業の持続性の確保について 

  ・日本型直接支払制度の維持について 

  ・水田活用の直接支払交付金の見直しについて 
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  ・農業政策間の調整について 

(10) 畜産業に関わる支援について 

 ・配合飼料や肥料等の農業資材の高騰対策について 

 ・国産飼料の自給率向上について 【新規】 

(11) 獣医師及び家畜人工授精師の確保等について 【新規】 

 (12) ニホンジカの被害対策について 

  ・鳥獣被害防止総合対策交付金について 

  ・ニホンジカの個体数の適正化について 

  ・捕獲した個体の処理について 

(13) 森林の健全化による資源の循環利用促進及び森林の整備について 

 ・アカマツ林の樹種転換について 【新規】 

 ・未利用材及び低質材の木質バイオマス等への活用について 【新規】 

 ・森林環境譲与税の譲与基準の見直しについて 【新規】 

  (14) 高校教育の岩手モデルの実現について 

  ・少人数学級の導入と教員定数の確保について  

  ・県外・学区外入学生の受入の充実に向けた基準緩和について 

(15) ＧＩＧＡスクール構想における端末等の継続的な財政支援について 

 ・児童生徒用端末等の更新費用及び運用費用の財政支援について 【新規】 

 ・学習用デジタル教材等の導入費用の財政支援について 【新規】 

 (16) 文化的資源を生かしたまちづくりの推進について 

 (17) 新型コロナウイルス感染症対策に係る支援について 

  ・地域経済回復に向けた財政支援等の拡充について 

  ・新型コロナウイルスワクチン接種に係る財政支援の継続等について 【新規】 

 

６ 岩手県からの回答 

  各項目に係る岩手県の回答が年内に一度あり、年度末に岩手県の令和６年度予算の状況も 

反映した最終的な回答がされる予定である。 

 



令和５年度

令和５年８月３日

遠野市・遠野市議会

岩手県知事への要望概要
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１ 道路網等整備の充実について【重点項目】
２ 国土調査事業費の確保について
３ 生活交通の確保対策について
４ 国道340号立丸峠周辺の携帯電話不感エリアの解消について
５ 建築物解体・改修工事等に係る石綿使用有無事前調査及び除去に関する周知と費用負担軽減措置

について

●大綱１ 大自然を愛し共生するまちづくりについて

●大綱２ 健やかに人が輝くまちづくりについて

●大綱３ 活力を創意で築くまちづくりについて

●大綱４ ふるさとの文化を育むまちづくりについて

９ 中山間地域の農業の持続性の確保について
10 畜産業に関わる支援について
11 獣医師及び家畜人工授精師の確保等について【重点項目】
12 ニホンジカの被害対策について【重点項目】
13 森林の健全化による資源の循環利用促進及び森林の整備について

14 高校教育の岩手モデルの実現について
15 GＩGＡスクール構想における端末等の継続的な財政支援について
16 文化的資源を生かしたまちづくりの推進について【重点項目】
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６ 子ども・子育て支援施策の充実について【重点項目】
７ 地域医療情報ネットワークとの連携について
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立丸峠工区
5.2km改良
H30.11.29開通

遠野道路
11km
H31.3.3
開通

１道路網等整備の充実について

□ 東北横断自動車道釜石秋田線の全線開通・立丸峠工区の完工によるストック効果が表れている
□ 地域で暮らす人々の安心・安全、地域経済の拡大に繋がる取組が必要

大槌51分
（横断道利用）

45分
（横断道利用）

81分
(340号利用)

53分
（横断道（無料区間）利用）

77分
（横断道利用）

48分
（横断道利用）

58分
（横断道利用）

※時間は
Google マップのルート
測定により算出

外貿コンテナ航路
H29.11 釜石港

大型客船就航
宮古港

（休止中）

道路改良、新設改良路線

従前利用ルート

遠野IC利用者による
市街地への交通量が増加

交通の難所のトンネル化で
宮古⇔遠野間の交通量増加

東北横断自動車釜石秋田線の全線開通・立丸峠工区の完工の効果 内陸と沿岸のアクセス時間が大幅に改善

遠野IC平日通勤帯

遠野市街地

開通式

遠野IC ●

遠野住田IC ●

市内の民間製造業者が中心となり
「遠野サプライヤーパーク」を建設し、国内
での部品調達強化により、一貫・迅速生産体
制の確立等が図られる予定。

波及効果 サプライヤーパーク構想

現状・課題
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① 一般県道遠野住田線の下組町から六日町間の道路
新設改良の早期完了を図ること。

② 一般国道340号松崎町八幡交差点からかっぱロー
ド間の拡幅改良を図ること。

③ 一般県道土淵達曽部線の「遠野馬の里」から「遠
野ふるさと村」間の堆雪帯による路肩拡幅により、
冬期間の安全確保を図ること。

④ 一般県道土淵達曽部線の附馬牛町馬越峠から宮守
町白石地区「稲荷穴」間の拡幅改良を図ること。

道路狭小
すれ違いに支障

歩道未整備
自転車利用者の安全確保困難

馬の里⇔遠野ふるさと村間

一般県道土淵達曽部線
馬越峠⇔白石地区

道路狭小・カーブ連続
特に冬期間は危険

一般国道340号
八幡交差点⇔かっぱロード間

● 北上JCTから江刺田瀬IC間を直線的に接続することは、走行距
離が大きく短縮され、円滑な物流ルートの確保や救急搬送時間
の短縮、広域観光の拡大などの効果が期待できることから、県
は当該路線について岩手県新広域道路交通ビジョン及び岩手県
新広域道路交通計画（広域道路ネットワーク計画）に位置付け
ること。

□ 東北横断自動車道釜石秋田線

北上JCT 江刺田瀬ＩＣ 間
直線化整備について

江刺田瀬ＩＣ

花巻ＪＣＴ

北上ＪＣＴ

直線化

東北横断自動車道釜石秋田線

・円滑な物流
・救急搬送時間の短縮

R4年度 沿線11自治体が期成同盟会を設立

要望項目 １ 道路網等整備の充実について 【大綱１】

・道路利用者の安心・安全の確保 ・物流、広域観光の促進 ・救急搬送時間短縮

期待される効果

□ 市内道路の災害に強い安心・安全対策について

3

クランク道路
通行に支障がある①④

③

②



国土調査の状況

着色した部分が調査済み
赤色・・・国土調査実施箇所
緑色・・・国有林（国調対象外）
黄色・・・他事業（圃場整備、都市計画）
空白部分・・・未実施

● 進捗率:88.24%

年度 要望額 内示額 率

R1 45,500 45,500 100％

R2 43,600 18,028 41％

R3 40,000 18,930 47％

R4 40,000 27,400 68％

R5 40,000 32,000 80%

国土調査事業が停滞によって、森林整備の
実施が遅れることで、林野の荒廃が進行し、
公益的機能が失われる可能性もでてくる。

● 事業費の状況（単位：千円）

山林と市街地の
一部が未実施

現状・課題

□ 山林の境界を知る人材の高齢化が進行、時間的な制約が迫っている
□ 内示率の低下により、調査計画に遅れが生じ、調査後の道路整備、森林整備等の実施にも影響

２国土調査事業費の確保について
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□ 国土調査事業費の確保について

●国土調査未実施の境界を定めるのに必要な人証
や物証が失われつつある中、早期に国土調査の
確実な促進をする必要があることから、国土調
査事業費の重点的な配分を行うこと。

・国土調査の確実な推進
・調査後の道路整備、森林整備等の円滑な実施
・公平、公正な土地課税
・森林振興施策の推進

期待される効果

要望項目 ２ 国土調査事業費の確保について 【大綱１】

5

地籍調査説明会の状況
R5.5開催



３生活交通の確保対策について

□ 通院、通勤・通学、買い物等の日常生活にとって、交通の確保・維持は喫緊の課題
□ 恒常的な乗務員不足や不採算性を理由とした路線バスの削減が各地で行われ市単独の維持が困難

年度 経過

H27 ・乗務員不足により約30%の路線削減

H28 ・年1台バス車両を市費で更新開始

H29 ・早池峰バス㈱が親会社の岩手県交通㈱に吸収合併

H30 ・岩手県交通㈱と路線見直し協議

【岩手県交通㈱の圏内状況】

年度 内容

H30 ・大迫営業所閉鎖

H31

R1

・奥州市スクールバスの運行受託50%削減

・盛岡市循環バスの減便

・釜石市内路線バスの大幅削減

R3 ・西和賀町内の路線バス事業撤退

R5 ・盛岡地区周辺路線バスの大幅な減便

【本市の経過】

公共交通を取り巻く状況

・市の財政負担は9,000万円/年を超え、年々負担が増加
・路線削減の主要原因の乗務員不足対策は市単独では困難

公共交通の現状

＜凡例＞

基幹路線（県交通）

基幹路線（市営バス）

基幹路線（住田町）

デマンド・バス（小友）

デマンド・バス（附馬牛）

中心市街地

地区センター

現状・課題
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要望項目

□ 乗務員の確保対策について
● 交通事業者の乗務員不足が深刻化してきていることか
ら、交通事業者と連携した人材の確保及び育成体制を
講じること。
また、Society5.0社会を見据え、自動運転車等の先進
技術の導入による公共交通網の整備について、実現に
向けて検討すること。

・公共交通による安全で安定した輸送態勢の確保

期待される効果

３ 生活交通の確保対策について【大綱１】

□ 生活交通を維持するための財政支援策の拡充について
● 地域事情を考慮した最低限の公共交通網を維持するた
め、新たな財政支援を講じること。

・地域の実情に応じた移動手段の確保による市民
の安心・安全の確保

期待される効果

令和４年５月に配備した路線バス

7

72,534 
78,151 

98,287 

73,337 

89,364 
87,147 

94,378 
93,546 

96,189 96,065 

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

総合交通対策事業費推移（決算額ベース）

事業費は年々増加傾向

（千円）



４国道340号立丸峠周辺の携帯電話不感エリア
の解消について

□ 国道340号立丸峠工区が全線開通し、遠野~宮古間の交通量が増加
□ 国内携帯電話主要３キャリアのいずれもが不感エリアであり、緊急時の連絡等が困難である

立丸トンネル付近が携帯電話不感エリア

長距離にわたって、携帯
電話の不感エリアが続く

・携帯電話の不感エリア解消による、利用者の
安心・安全の確保が必要

急がれる対策

緊急時の連絡手段として

遠野市と宮古市
共通の課題

現状・課題
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要望項目

□ 国道340号立丸峠周辺の
携帯電話不感エリアの解消について

● 立丸峠全線の携帯電話不感エリアの解消を図
るため、県による整備又は通信事業者による
整備を働きかけること。

・緊急時の連絡手段が確保される
・利用者の利便性の向上

４ 国道340号立丸峠周辺の携帯電話不感エリアの解消について 【大綱１】

基地局整備による
不感エリアの解消

期待される効果

9



５ 建築物解体・改修工事等に係る石綿使用有無事前調査及び

除去に関する周知と費用負担軽減措置について

□令和３年「全ての石綿含有建材」に規制拡大、令和４年「事前調査結果の報告」が義務化
□昭和30年以降に多用された石綿含有建材を含む建築物の解体費用等が増大している

市内公共施設 解体の事例レベル１ レベル２ レベル３

吹付石綿
発じん性著しく高い

石綿含有断熱材等
発じん性高い

成型板等
発じん性比較的低い

国の補助あり
・調査費用
・封じ込め

補助なし 補助なし

全体の約９割

天井、軒天、内壁にアスベスト含有
建材あり(レベル2・3相当)

解体費用 約476万円

アスベスト無し(約411万円)と比較し、

約65万円増（約14％）！

アスベスト（石綿）含有建材は危険度に応じて、３段階のレベルがある。約9割を占めるレベル２・
３（全体の約９割）まで規制対象が拡大され、事前調査費用及び除去費用に関する国の補助が無い
ことから、国民負担が増えている。事前調査費用及び除去費用に関する補助が必要。

課 題

現状・課題

10

【解体建物概要】
・築57年市営住宅
・ＣＢ造平屋
・136.1㎡



要望項目

● 事前調査及び除去に関して、県民及び事業者に対
する周知拡充を図り、健康被害の防止に取り組む
こと。

● 成型板等を含む全ての石綿含有建材を対象とした
費用負担軽減措置を講じるよう国に働きかけるこ
と。

・適正な改修・解体作業による健康被
害の防止

・解体費用軽減による「放置空き家」
の未然防止

５ 建築物解体・改修工事等に係る石綿使用有無事前調査及び除去に関する

周知と費用負担軽減措置について 【大綱１】

期待される効果

適正な改修・解体作業による
健康被害防止

□ 建築物解体・改修工事等に係る
石綿(アスベスト)使用有無事前調査及び除去に関する
周知と費用負担軽減措置について

人口減少社会に適した施設管理

解体費用軽減による「放置空
き家」の未然防止

費用負担軽減

¥
・事前調査
・除去

11



６子ども・子育て支援施策の充実について

□ 子どもに係る医療費助成制度において県内自治体間で格差がある
□ 不妊治療への助成について年齢等により回数に制限が設けられている
□ 少子化及び人口減少に歯止めをかけるため、子どもを安心して生み育てられる環境の醸成が必要

県内のこども医療費助成制度の状況

事項 県事業 県内14市の状況

対象者 就学前児童（入院は小学校卒業まで） ・高校生年代まで（14市）

所得制限 有り（児童扶養手当の所得制限+80万）
・有り（１市）
・一定年齢以上有り（５市）
・無し（８市）

受給者負担
有り（入院5,000円、入院外1,500円）
※3歳未満、市民税非課税の場合は無し

・有り（６市：うち２市は３歳～、４市は小学校～）
・負担無し（８市）

不妊治療への助成（令和４年４月以降）

対象年齢 保険適用回数

40歳未満 6回まで

40歳以上～43歳 ３回まで

保険適用は43歳まで。
年齢で回数に制限あり

産後ケア利用事業促進事業費（市内実績）

年度 実績（見込）

Ｒ４ 156,000円（53人）

Ｒ５見込み 159,000円（48人）

利用ニーズ高く、恒久的な施策と
なることが望まれる。

現状・課題

12

¥

重点項目

県内自治体間で
格差が生じている



要望項目 ６ 子ども・子育て支援施策の充実について 【大綱2】

□ 子どもを産み・育てやすい環境の構築について

●子どもを産み・育てやすい環境構築を図るため、子
どもに係る医療費助成制度の県内自治間の格差是正
や、年齢等により回数に制限が設けられている不妊
治療への助成制度について整備・拡充すること。

・子どもに係る医療費助成制度の格差解消
・不妊治療への助成充実による出生数の増加

期待される効果

□ 産後ケア事業利用促進事業費補助の継続実施等について

●県が令和４年度から開始した「産後ケア事業利用促
進事業費補助金」制度を一過性のものとせず、恒久
的施策として取り組むこと。

・産後ケア事業の全県民利用
・恒久的施策となることによる安心感

期待される効果

13



７地域医療情報ネットワークとの連携について

□ 地域包括ケアシステムの構築に向け、医療圏を超えた医療・介護情報連携を実践
□ 新型コロナの影響により施設訪問や住民説明等が行えず、ネットワーク参加施設数等が伸び悩み

県内における地域医療情報連携ネットワークの現状

北上市

花巻市

洋野町軽米町

九戸村

久慈市

普代村

田野畑村

岩泉町

一戸町

二戸市

西和賀町

宮古市

山田町

大槌町

釜石市

大船渡市

陸前高田市

一関市

平泉町

奥州市

金ヶ崎町
住田町

紫波町

矢巾町

葛巻町
八幡平市

岩手町

滝沢市

雫石町
盛岡市

遠野市

野田村

北三陸ネット

未来かなえネット

岩手中部地域医療
情報ネットワーク

NPO法人釜石・大槌地域
医療連携推進協議会

宮古地域医療情報連携
ネットワーク

令和元年５月連携

参加施設数の減少は、法人収益の根幹で
ある利用料収入の減少に繋がる。

いわて中部ネット参加施設数の推移

年月日 参加施設数

H30.5.22 42施設

H30.10.2 80施設

H31.3.11 140施設

R1.8.31 145施設

R2.9.18 174施設

R3.10.31 167施設

R4.10.31 160施設

課 題

現状・課題
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要望項目 ７ 地域医療情報ネットワークとの連携について 【大綱2】

□ 運営機関への指導・助言等について

●「岩手中部地域医療情報ネットワークシステムいわて
中部ネット」の運営が安定するまでの間、県において
も運営機関の状況把握及び指導・助言をするとともに、
財政支援を行うこと。
また、２次医療圏を超えた県内全域でのネットワーク
連携を進めること。

・財政基盤強化による安定運営
・患者への切れ目ない医療介護
サービスの提供

期待される効果

地域医療情報連携ネットワークの現状
地域医療情報連携ネットワークの現状

15



８特別支援学校高等部の遠野分教室設置について

□ 遠野市においては特別支援学校高等部分教室が設置されていない
□ 通学や寄宿舎生活に係る負担から進学を諦めるケースがある

県立特別支援学校高等部の設置状況

盛 岡

資料：県特別支援学校整備計画（令和２年）

・盛岡視覚
・盛岡聴覚
・盛岡となん
・盛岡峰南
・盛岡みたけ

中 部

・花巻清風

県 南

・前沢明峰
・一関清明

県 北

・久慈拓陽
・盛岡みたけ二戸分教室

宮 古

・宮古恵風

・釜石祥雲
・気仙光陵

沿岸南部

14校1分教室

遠野市では、花巻清風支援学校へ送迎バス
の運行を行い、保護者の負担軽減を図る取
り組みを実施しているが、寄宿舎生活にな
じめない等の理由から、進学を諦めてしま
うケースがある。

※将来、高等部へ進学する可能性のある特別
支援学級の児童・生徒は各学年10名程度

課 題

現状・課題
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要望項目 ８ 特別支援学校高等部の遠野分教室設置について 【大綱2】

□ 特別支援学校高等部の遠野分教室設置について

● 生まれた地域、環境によって著しい教育
格差が生じないよう、遠野市に特別支援
学校高等部分教室を設置すること。

・特別支援学校高等部への進学を希望する生
徒及び保護者の負担軽減

・障がいを持つ生徒の将来的な自立や社会参
画促進

・市内高校に通学する生徒、地域住民におけ
る共生社会への理解促進

期待される効果

17



９中山間地域の農業の持続性の確保について

□ 国際情勢の影響による生産資材等の高騰が農業経営を圧迫
□ 直接支払制度は、生産性向上が難しい地域において多面的機能の発揮に貢献している

①今後５年間（R4～R8年度）で一度も水張り（水稲作付）が
行われない農地は、R9年度以降交付対象としない

②多年生牧草については、種まきから収穫まで行う年は
35,000円/10a、収穫のみを行う年は10,000円/10aに減額

③飼料用米などの複数年契約は、22年産から加算措置の対象
外。20、21年産の契約分は10a当たり6,000円加算に半減

遠野市農業再生協議会においても見直しに反対

農業生産資材価格の推移 水田活用の直接支払交付金の見直し

多面的機能支払交付金 資源向上支払長寿命化事業交付率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

84％ 71％ 68％ 62.5％ 49.2％

36,069千円 27,955千円 24,672千円 22,545千円 17,441千円

生産資材価格の
高止まりが
農業経営を圧迫

農業用施設の長寿命化支援を行う交付金が年々減少

課 題

・生産資材等の高騰により農家の収益が悪化して
おり、直接支払制度による交付金が農業経営を
左右している現状にある。

・交付金制度の見直しが耕作放棄等につながらな
いよう、制度間の調整が求められる。

現状・課題

資料：農林水産省
「農業物価指数」

18

上昇
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要望項目

□ 日本型直接支払制度の維持について

●農業経営の下支えとなっている同制度を維
持し、特に、厳しさを増す中山間地域に対
する支援を拡充するよう国に働きかけるこ
と。併せて、生産に必要な農業用施設の長
寿命化に係る予算が十分に確保されるよう
国に働きかけること。

・農業用施設の長寿命化

期待される効果

９ 中山間地域の農業の持続性の確保について【大綱3】

●多年生牧草の作付に対する支援拡充、水
田の水張要件の運用見直しについて国に
働きかけること。

・地域の営農計画の着実な実施
・営農意欲の維持

期待される効果

●水田活用の直接支払交付金等の見直しを
行う際は、その他の制度間で生じる影響
をあらかじめ精査し、中山間地域におい
て転用及び共同活動機能の衰退、耕作放
棄につながらないよう、適切に調整する
よう国に働きかけること。

・転用及び共同活動機能の衰退、耕作
放棄の未然防止

期待される効果

□ 水田活用の直接支払交付金の見直しについて

□ 農業政策間の調整について

19



10 畜産業に関わる支援について

□ 新型コロナウイルス感染症やロシアのウクライナ侵攻などにより、小麦やトウモロコシの穀物価格が
上昇し、配合飼料や肥料等の価格高騰が畜産経営を圧迫

□ 肥育牛農家の買い控えによる、肉用子牛の市場価格下落も畜産経営を圧迫

資料：財務省「貿易統計」

飼料・原料の輸入価格動向 遠野市生産子牛の市場価格推移

子牛の買い控え

飼料及び原料の価格が上昇
配合飼料及び肥料等価格がこの3年間で1.5倍～２倍に
上昇。買い控えによる子牛の市場価格下落が下落。

20000

30000

40000

50000

60000

Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年

トウモロコシ 小麦 乾牧草

円／トン

輸入価格動向（年間平均価格）

23,513円

26,366円

39,867円

62,160円

53,282円

51,458円

3年間で
約1.5～2倍に上昇

400,000

500,000

600,000

700,000

Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年

円／頭
子牛市場価格動向（年間平均価格）

下落傾向

課 題

現状・課題
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要望項目

★草地関連基盤整備
大型機械による効率的な飼料生産を推進するため、草地整備、
排水不良の改善等の整備を推進する事業。

【要件】

中山間地域：15ha以上（以前は100ha）

□ 配合飼料や肥料等の農業資材の高騰対策について

●輸入に頼る飼料や肥料等の農業資材の価格
が高止まりしており、畜産・酪農業の経営
がひっ迫していることから、配合飼料及び
肥料価格の激変緩和策を継続するよう、
国に働きかけること。

・畜産経営の安定化

期待される効果

10 畜産業に関わる支援について【大綱3】

●飼料等の国内自給率を向上させるため、草
地関連基盤整備の中山間地域における面積
要件を更に緩和するよう国に働きかけるこ
と。

・国産飼料の効率的な生産

期待される効果

□ 国産飼料の自給率向上について

★飼料価格高騰緊急対策

Ｒ４ Ｒ５

国

・第３四半期補助
6,750円／トン

・第４四半期補助
8,500円／トン

直前４四半期の
3/4を補助

県 1,000円／トン 2,000円／トン

★肥料価格高騰対策
肥料価格の高騰分に対し、前年度から増加した肥料費を
補助する事業。
【補助率】 上昇分に対し国が7割、県が1割

更なる要件緩和が必要

激変緩和策の継続が必要
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11 獣医師及び家畜人工授精師の確保等について

□ 岩手県農業共済組合（ＮＯＳＡＩ）は、家畜人工授精業務からの撤退を検討している
□ 同組合の家畜人工授精業務からの撤退は獣医療環境の地域間格差を発生させる恐れがある

課 題

獣医師及び家畜人工授精師は、
畜産業の生産活動において無く
てはならない存在であり、人材
の確保が喫緊の課題である。

獣医師及び家畜人工授精師の状況（市内）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

獣
医
師

ＮＯＳＡＩ ７ ６ ５ ３

市内開業獣医師 ４ ５ ５ ５

家
畜
人
工
授
精
師

ＮＯＳＡＩ ３ ３ ３ ３

ＪＡ花巻 1～2 1～2 1～2 1～2

市内開業
家畜人工授精師

０ ０ ０ ０

ＮＯＳＡＩ
岩手県農業共済組合

平成30年度までは共済掛
け金を家畜診療所の収入
とすることができたが、
平成31年度から家畜診療
所勘定が独立採算制とな
り、共済掛金を収入にで
きなくなったことから、
経営が悪化している。

家畜人工授精業務からの
撤退を検討中

縮小傾向

撤退の可能性

人

※上閉伊・気仙地域の開業獣医師は0人

現状・課題
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要望項目

□ 獣医師及び家畜人工授精師の確保等について

●獣医師及び家畜人工授精師の不足が解消され
るよう、人材の確保に取り組むとともに、広
域的な人材ネットワークを構築すること。
また、岩手県農業共済組合における家畜診療
事業の経営の安定化・継続性を確保するため、
地域性を考慮した財政支援等について必要な
措置を講じること。

・家畜診療体制の維持

期待される効果

11 獣医師及び家畜人工授精師の確保等について【大綱3】
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家畜診療事業の経営の安定化・継続性の確保が必要



遠野市

5,765頭

（約21%）

県内他市町村

21,074頭

（約79%）

□ 鳥獣被害対策実施隊 □ ニホンジカ捕獲応援隊

112人 180人

12 ニホンジカの被害対策について

□ 防除・駆除・人材育成の３つの観点から各種補助事業を導入し対策に取り組んでいる
□ 市内の捕獲数が年々増加しているにも関わらず、被害が上昇する事態となっている
□ 県が掲げる2024年までに個体数を半減させる目標達成には駆除強化が喫緊の課題

ニホンジカ捕獲数の推移

516 
1,015 705 951 1,264 1,425 

1,858 
2,371 

2,784 
1,288 

1,396 
1,063 

1,071 

1,637 1,067 

1,207 

1,911 

2,981 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

有害 狩猟・県指定管理

単位：頭

13,539 
11,041 

9,674 
7,938 9,280 9,890 9,901 

10,002 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

ニホンジカによる農作物被害額

R３の捕獲割合（県比較）
単位：万円

対策は３本柱

駆除

防除 人材育成

・電牧購入補助
・集落介在地へ
侵入防止柵設置

・捕獲応援隊育成講習会
・猟銃、ガンロッカーの
購入補助

・有害捕獲への嵩上げ補助
・実施隊による捕獲活動

現状・課題

重点項目

捕獲強化も
被害は増！

県内の捕獲頭数のうち

5頭に1頭が

遠野市内捕獲分
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要望項目

□ 鳥獣被害防止総合対策交付金について

●有害捕獲活動と侵入防止柵整備等の対策の拡充
を図るため、必要な予算を確保すること。

12 ニホンジカの被害対策について 【大綱3】

□ ニホンジカの個体数の適正化について

□ 捕獲した個体の処理について

●県内の個体数減少に向けては、市町村単位での
解決が困難であり、オール岩手での抜本的な駆
除対策を講じること。

・駆除強化による個体数の適正化
・自治体間の連携体制の構築及び強化

期待される効果

●個体処理の大半が埋却処分であり、狩猟者の大
きな負担となっている。負担を軽減する処理方
法を県が主体となって検討すること。また、ジ
ビエ利用をはじめとする出口対策に必要な支援
を行うこと。

焼却施設持込の場合、60㎝四方の解体が必要
（１頭あたり３～４袋）

侵入防止柵（電牧） 巻き狩り（一斉捕獲）の様子
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・侵入防止柵拡充よる農作物等被害の軽減
・駆除強化による個体数の適正化

期待される効果

・捕獲活動に係る狩猟者の負担軽減
・捕獲の担い手確保
・新たな産業の創出と岩手の魅力向上

期待される効果



13 森林の健全化による資源の循環利用促進及び
森林の整備について

□ 松くい虫被害の被害まん延地域では、樹種転換が思うように進んでいない
□ 森林環境譲与税は人口が多い自治体が有利であり譲与基準の見直しが必要

県内はＨ15年がピーク

県全体では減少傾向にあるが、
自治体によっては増加。

Ｒ４

松くい虫被害（アカマツ被害）について

未利用材
低質材

いわて環境の森林整備事業補助金

アカマツ林の樹種転換を継続るため、
補助金の継続・拡充が必要。

木質バイオマス活用

伐採した樹木の搬出についてノウハ
ウが不足し、搬出経費の支援がない。

森林環境贈与税について

国 民

Ｒ６～ 森林環境税 個人年間1,000円

国

森林環境譲与税

譲与基準

森林面積
（私有林人工林）

５割

林業
就業者数

２割

人口

３割

¥

人口多い自治体が有利。
配分基準の見直しが必要。

市町村

現状・課題
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要望項目 13 森林の健全化による資源の循環利用促進及び森林の整備について【大綱3】

□ アカマツ林の樹種転換について
●松くい虫の効果的な被害対策である樹種転換につい
て、アカマツの樹種転換に係る事業予算を十分に確
保すること。

・松くい虫被害のさらなる低減

期待される効果

□ 未利用材及び低質材の木質バイオマス等への活用について
●アカマツの樹種転換等に伴い発生する未利用材及び
低質材について、木質バイオマス等への利活用に向
けた搬出に係る技術的指導及び補助を行うこと。

・未利用材及び低質材の活用による
林業振興

期待される効果

□ 森林環境譲与税の譲与基準の見直しについて

・森林整備の推進

期待される効果
●森林整備を推進するため、森林の多い当市を含む地
域への森林環境譲与税の配分を高めるよう国へ要望
すること。
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14 高校教育の岩手モデルの実現について

□ 県内の全市町村長を構成員とする「岩手の高校教育を考える市町村長懇談会」が提言書を提出
□ 国も高校普通科の学科の在り方の見直しを進めるなど、高校教育を取り巻く環境が大きく変化

区分

第1次 第2次 第3次 第4次 第5次 第6次

昭和37
～

昭和41

昭和42
～

昭和46 昭和49
～

昭和53

昭和55
～

平成 3

平成5
～

平成12

平成13
～

平成17昭和44
～

昭和48

学級編成
の標準

50人 45人 40人

学級定員は15年以上見直しが行われていない

「岩手の高校教育を考える市町村長懇談会」

・現行の国の基準では、公立高等学校の１学
級は、40人定員とされ、教員の必要数の配置
に係る財源は40人学級に基づき算定される。

●１学級の生徒数は（35人等）少人数定員と

した場合、国からの財源措置が減額され、教
職員数が減ることになるため、現状の教職員
数を維持するためには、県の追加財源措置が
必要になる。

国の公立高校基準

□ 平成30年10月15日に全市町村長３３名が加入し設立

◆ 新たな高校教育「岩手モデル」の実現に向け始動

◆ 県と市町村のさらなる連携と情報共有

全市町村で『高校教育の改革』に取組む

現状・課題
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要望項目

□ 少人数学級の導入と教員定数の確保について
●生まれ育った地域や経済状況によって、教育環境に著し
い格差が生じないよう教育の機会を確保するため、高校
少人数学級の導入を実現し、教員定数削減の対象外とす
ること。

・小規模高等学校においても、十分な授業が受けられ生徒の
学力や進路希望に応じたきめ細やかな指導が受けられる。

期待される効果

14 高校教育の岩手モデルの実現について 【大綱4】

□ 県外・学区外入学生の受入の充実に向けた基準緩和について
●交流・関係人口から将来の定着人口の拡大を図り、地域
人材の育成やふるさと振興を図るため、募集定員を満た
していない高校においては、県外・学区外からの志願者
の受入拡大につながるよう取扱基準を緩和するなど、柔
軟性のある制度に見直すこと。

・県外人材の受け入れによる、交流・関係人口の増加
・地域の活性化につながる人材の育成

期待される効果
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15 ＧＩＧＡスクール構想における端末等の継続的
な財政支援について

□ 児童生徒の１人１台の端末やネットワーク機器等は耐用年数が5年程度
□ 更新費用や運用費用の財政負担が地方自治体の負担に
□ 補助対象とならないデジタル教材やソフトウェア等の導入費用も負担

ＧＩＧＡスクール構想とは

★１人１台端末と高速大容量の通信
ネットワークを一体的に整備。

★多様な子どもたちの資質・能力をよ
り一層確実に育成できる教育ＩＣＴ
環境を実現する。

★最先端のＩＣＴのベストミックスを
図ることにより、教師・児童生徒の
力を最大限に引き出す。

遠野市の取組

令和２年度
スタート

市立学校の児童生徒用端末 １人１台

合計1,182台導入
＜効果＞
・コロナ禍の学習環境保障
・個人に最適化された学習内容
・ネットリテラシーの向上

・端末の耐用年数は5年。更新費用が課題。
・補助対象外となるソフトウェア、サーバ等ネット
ワーク機器保守費用、インターネット通信料等は
自治体負担であり、大きな財政負担となっている。

課 題

現状・課題
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要望項目

□ 児童生徒用端末等の更新費用及び運用費用の財政支援について

●児童生徒が使用する1人1台端末やそれを運用
するためのネットワーク機器、サーバー機器、
通信機器等の更新費用及び運用費用の財政支
援措置を講じるよう国に働きかけること。

15 ＧＩＧＡスクール構想における端末等の継続的な財政支援について 【大綱4】

□ 学習用デジタル教材等の導入費用の財政支援について

・ＧＩＧＡスクール構想の円滑な推進
・学習環境の確保

期待される効果

●学習用デジタル教材のソフトウェアやハード
ウェア等の導入費用に係る財政支援措置を講
じるよう国に働きかけること。

・教材の充実化
・ネットリテラシーのさらなる向上

期待される効果
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■更新費用
令和７年度以降の端末更新費用（見込）
約45,000円×約1,200台

＝約5,400万円

■運用費用 １年間の経費試算
＝約4,237万円

・サーバー機器保守業務 3,475千円
・インターネット回線使用料 2,116千円
・電子黒板賃貸料 2,509千円
・ドリルソフト使用料 3,552千円

・先生用等端末賃貸料 30,717千円



16 文化的資源を生かしたまちづくりの推進について

現状・課題

補助なし

自己負担額の２分
の１×40％

上限1,000万円

自己負担額の5～１0％
上限250万円

自己負担額の4～８％
上限600万円

補助率の規定なし
予算の範囲内

自己負担額の２分の１
×20％以内

年度 主な内容

Ｈ28 ハセ小屋解体

Ｈ29 主屋馬屋、大工小屋解体等

Ｈ30 石垣解体、土蔵半解体等

Ｒ1 土蔵・石蔵修理、石垣復旧等

Ｒ2 地盤改良工事、石蔵壁工事等

Ｒ3 主屋構造補強、大工小屋石垣復旧等

Ｒ4 主屋屋根工事、大工小屋組立工事等

Ｒ5 主屋左官工事、大工小屋屋根工事等

Ｒ6 主屋造作工事、消火設備工事等

Ｒ7 周囲排水路工事、送水管工事等

Ｒ8 防火水槽設置工事等

Ｒ9 活用整備工事、外構工事

千葉家住宅工程表 県嵩上げ補助金の状況

32

□ 国指定重要文化財「旧千葉家住宅」は、H25の公有化後、価値保存と文化財による地域振興を展開
□ H28からR9までを工事期間として修復事業に取り組み、事業費は20億円を見込む
□ 国指定文化財への県の嵩上げ補助を期待するも、世界遺産に特化され、H16以降凍結の状態

重点項目



要望項目

□ 文化的資源を生かしたまちづくりの推進について

●地域の文化的資源や特色を生かした持続可能
なまちづくりを推進する核として、国指定重
要文化財「旧千葉家住宅」の修理・防災・公
開活用事業、国指定史跡「鍋倉城跡」の活用
整備事業への対応など、県事業の充実強化を
図るとともに、国庫補助事業に対する県費嵩
上げ補助金を復活すること。

・地域の文化的資源や特色を生かしたまち
づくりの活性化

16 文化的資源を生かしたまちづくりの推進について 【大綱4】

国指定重要文化財
「旧千葉家住宅」

H28～R９ ：修復事業
概算事業費：約20億円
（うち単費：10億円）

期待される効果
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17 新型コロナウイルス感染症対策等に係る支援について

□ 新型コロナウイルス感染症の度重なる感染拡大や物価高騰により社会経済活動が縮小
□ 新型コロナワクチン接種の令和6年度以降の財政支援が不透明

現状・課題

観光宿泊はコロナ前の
水準に回復していない

観光・宿泊入込の経過（遠野市内）

ワクチン接種に係る経過及び実績（遠野市内）

感染拡大前 1年目 ２年目 ３年目 ４年目

Ｒ元年度 R2年度 Ｒ元年度比 R３年度 Ｒ元年度比 R４年度 Ｒ元年度比
R５年度
４～６月

Ｒ元年
同期比

観光施設 1,585,619人 942,380人 ↓40.6%減 1,140,323人 ↓28.1％減 1,271,086人 ↓19.8％減 377,673人 ↓16.3％減

宿泊施設 68,640人 39,920人 ↓41.8％ 減 46,966人 ↓31.6％減 58,255人 ↓15.1％減 13,487人 ↓19.9％減

これまでワクチン接種対策
費国庫負担金及びワクチ
ン接種体制確保事業費国
庫補助金を活用し、事業を
実施してきたが、令和６年
度以降の国の財政支援が
不透明な状況。
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オミクロン株対応ワクチン接種延べ人数

12歳～64歳 65歳以上 合計

6,864人 9,115人 15,979人

市内回数別接種者数

１回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目

23,119
人

22,994
人

20,291
人

16,437
人

10,770
人

5,492
人

※ 令和５年7月10日現在の実績値

課 題

課 題



要望項目

□ 地域経済回復に向けた財政支援等の拡充について

●市町村が地域の実情に合わせて物価高騰対策
等を柔軟に展開できるよう、新型コロナウイ
ルス感染症対策とは別の物価高騰対策等に係
る支援策の拡充を国に働きかけること。

17 新型コロナウイルス感染拡対策等に係る支援について 【その他】

・地方自治体の財政の安定化
・地域経済の回復と活性化

期待される効果

□ 新型コロナウイルスワクチン接種に係る
財政支援の継続等について

●市町村がワクチン接種を継続できるよう、ワ
クチン接種に係る財政支援の継続を国に働き
かけること。また、令和６年度以降のワクチ
ン接種に係る財政支援等の方針を速やかに示
すよう国に働きかけること。

・ワクチン接種の継続による感
染拡大防止

期待される効果

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 合計

感染対策
3,660,233千円

（27事業）
327,247千円
（7事業）

210,467千円
（11事業）

149,274千円
（7事業）

4,347,221千円
（52事業）

経済対策
3,051,789千円

（44事業）
1,034,014千円

（23事業）
731,912千円
（22事業）

330,727千円
（22事業）

5,148,442千円
（111事業）

【 新型コロナウイルス感染症対策事業費 】
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